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１．研究計画の概要 
（1）研究目的・検証地域 

本研究では、「福祉のまちづくりと経済的
波及効果との相関性」を明確にすることによ
り、次の３点を明らかにしたい。①小規模自
治体における地域福祉の持続的推進のあり
方、②福祉体制の充実を自主財源の増加に結
びつけるための要件、③福祉立地の条件。 

検証事例は「福祉の町」と高く評価されて
いた秋田県旧鷹巣町を取り上げる。その対照
事例として山形県最上町と北海道伊達市を
検討し、比較検証事例の有意性と、調査票配
布に対する行政の協力体制によって決定す
る。 
（2）研究内容 
検証の視点は次の３点に絞る。①社会保障

構造改革が、財政力指数の低い地方自治体に
おいて、地域福祉の推進および住民の経済基
盤に与えた影響とは何か、②三位一体改革に
より、地方自治体の財政基盤、福祉施策に与
えた影響とは何か、③地方自治体において、
住民参加の形で地域福祉の推進に取り組ん
だ住民と、一般住民との間に生じた福祉意識
の差とは何か。 

 
２．研究の進捗状況 

各年度（2008～2010 年度）では文献研究
を継続的に行い、各自治体の行財政資料、福
祉経済学の定説を中心に、論理的考察を踏ま
えたうえで、市民福祉意識調査票を設計した。 

2008 年度に前置調査として、旧鷹巣住民
を対象としたプリテスト（回収率 11％）を実

施した。調査目的は、「福祉によるまちおこ
し政策」についての行政と住民との温度差の
把握であった。 
この経験を踏まえ、2009 年度に北秋田市

（前身：旧鷹巣町、旧森吉町、旧合川町、旧
阿仁町）で全世帯配布の本調査（回収率 23％）
を実施した。調査票は、「住民参加組織の経
験歴」、「福祉でまちおこし政策の実施歴」の
ある人を意識して設計した。注目すべきは、
旧 4 町で唯一「福祉でまちおこし政策」を打
ち出し、15 年近く「福祉でまちづくり」を掲
げて住民参加の手法で取り組んでいた旧鷹
巣において、「福祉産業」への肯定的評価が 1
割と、旧４町で最も低かったことである。そ
の原因について、旧鷹巣で高齢者福祉策を重
要視した元町長の岩川徹氏が、2009 年 4 月
の地方首長選挙における公選法違反の疑い
で逮捕されたことによる影響が挙げられる。
本調査の実施時期は、裁判の時期と重なった。
この時期的要因は「福祉産業」への負の評価
に一定の影響を与えたと推察できる。 

2010 年度に無作為抽出法を取り入れて北
海道伊達市において「障がい者の地域生活支
援策」、「移住者受け入れ策」を反映した調査
票を設計し、20 代から 70 代までの 3500 名
の市民を対象に調査票（回収率 51％）を郵送
した。注目すべきは、「福祉サービスの充実
により、新たな雇用創出につながる」ことを
6 割強の回答者が肯定したものの、福祉のイ
メージについて「産業」という選択肢を選ん
だ回答者が 1％未満と低かったことである。 

以上の調査結果を突き合わせると、仮説と



して、「福祉産業」という概念は市民にとって馴染

みが薄く、ひいては、福祉を産業に結びつけるこ

とに負のイメージを持った市民の存在が推察でき

る。 

 
３．現在までの達成度 

④遅れている。 
当初の研究計画より進捗状況に遅れが生

じた理由は、2008 年度、北秋田市の市政方
針転換により、現場調査や行政関係者との打
合せに時間がかかったこと、2009 年度、前
記の公選法違反疑惑事件の発生により調査
票の修正を行ったこと、新型インフルエンザ
の大流行による調査実施時期の変更等に追
われ、時間がかかったことが挙げられる。 

2010 年度には 5 月から 12 月まで、地元福
祉関連団体より地域福祉関連の講演依頼が
月 1 回のペースで入るようになった。本研究
と相関性を有すること、新たな研究視点や幅
広い実務経験者の意見収集が本研究にとっ
て必要であると考え、研究活動の一環として
積極的に引き受けた。資料準備等で想定以上
に時間がかかったため、年度計画の日程調整
が効かなかったことにより、最上町関係者と
の研究打合せの実施に目途が立たず、調査実
施の遅れにつながった。 

 
４．今後の研究の推進方策 

2011 年度上半期に、遅れを取った最上町
の意識調査を、そして伊達市（または北秋田
市）の補足調査を実施し、後半期に調査結果
の総合まとめと報告書の作成に取り組む。 
進捗予定として、7月までに最上町行政等関

係者と研究打合せを実施し、まちづくりおよ
び地域福祉計画のキーワードに合わせて調査
票の項目内容を決定する。8月に調査票を配布
し、9月に調査結果の分析に取りかかる。 
福祉意識の地域差が「福祉産業」という概

念にどのような影響を与え得るか、その原因
の究明を研究内容に加え、9 月に伊達市（ま
たは北秋田市）で補足調査を実施したい。 

後半期に、３自治体の調査結果を突き合わ
せて福祉産業説の普遍性を考察し、福祉でま
ちおこしの立地条件とは何かを明らかにし
たい。それに加え、福祉経済論にみる経済的
波及効果の定説を考察するうえで、福祉産業
説の有意性、福祉立地の条件とは何かを提起
し、報告書にまとめたい。 
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